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消防職員の団結権のあり方に関する検討会（第７回） 

 

日時：平成２２年８月１８日 

場所：総務省第１会議室  

 

 

【小川座長】  皆様、こんばんは。今日も大変お忙しい中、また、大変暑い毎日が続い

ております。そして、加えまして、今日は、時間の設定が大変夜分になりました。そうい

う中で委員の皆様には、第７回の消防職員の団結権のあり方に関する検討会、ご参加をい

ただきまして、まことにありがとうございます。ちょっとかけさせていただきます。 

 第６回から少し時間があいたわけでございますけれども、この間、大変政治環境にも大

きな変動がございまして、そういったことももちろん頭に置きつつでございますが、今回

の会議、進めてさせていただきたいと思っております。 

 今日は、小沢委員が１０分程度、また、菅家委員が３０分程度都合により遅れてのご参

加ということでございますので、ご承知おきをいただきたいと思います。私も、もう就任

から１年近くになるんですけれども、省内のさまざまな調整、あらゆるいろんな会議に出

させていただきますが、これほど緊張感を持って参加している会議はほかにはございませ

んので、今日も少しでも早く来て、場の空気をしっかりと暖めて、進行役をさせていただ

かなきゃいかんなというふうに心がけております。 

 それでは、小沢委員、菅家委員がご到着、少し遅れておりますので、そういう意味では

全員そろってというわけではございませんが、時間には限りがございます。まず、前回ま

での議論を踏まえまして、論点の整理を事務局のほうでお願いをいたしましたので、まず、

その報告を受けるところから始めさせていただきたいと思います。それでは、よろしくお

願いいたします。 

【植田公務員課長】  公務員課長の植田でございます。どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 お手元の資料１、資料２が主要な論点についてまとめたものでございます。これに沿い

まして、私のほうから簡単に内容をご説明させていただきたいと思います。 

 資料１ですけれども、内容的にはここにございます、四角で囲っています、１つ、団結

権を回復すべきか、それから、消防職員の団結権を回復する場合のあり方、それから、３
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つ目として、制度改正を行う場合の留意点と、大きくローマ数字３つに分かれた中になっ

てございますけれども、まず、資料１のⅠ 団結権を回復すべきかについてでございます。 

 基本的な考え方といたしまして、(１)、○ですけれども、団結権について、労働者の基

本的な人権であるとの立場から検討していくべきではないかということをまず指摘してご

ざいます。 

 そして、これを前提にいたしまして、（２）、（３）がペア、対になるわけですけれども、

（２）といたしまして、団結権を回復することにより期待される効果、効果として、３つ

ポツがございます。１つは、対等な立場での労使の意思の疎通により、目的意識の共有や

公務能率の向上が図られるのではないかという点。それから、２つ目として、消防職員の

安全を確保することにつながるのではないか。３つ目として、職員の士気の向上や人材確

保につながるのではないかとの点が挙げられるのではないかとしているところでございま

す。 

 他方で、（３）ですけれども、課題・懸念といたしまして、ポツが３つですけれども、職

員間の対抗関係を生じさせることになり、指揮命令系統や部隊内の信頼関係に影響を与え

るのではないか。住民の生命・財産を守るという消防の任務に支障が出るのではないかと

いう観点から、地域住民との信頼関係に影響を与えるのではないか。それから、３つ目が

消防団との連携や信頼関係に影響を与えるのではないかという点を指摘したところでござ

います。 

 最後に、（４）といたしまして、消防職員の団結権をもし回復するとした場合に整理すべ

き事項として、警察職員と異なる取り扱いをする理由は何かということでございます。 

 次に、Ⅱといたしまして、消防職員の団結権を回復する場合のあり方についてでござい

ます。まず、（１）団結権を回復する場合のあり方として、３つのケースがあると。１つ目

の○の３つのポツですけれども、団結権を回復して、一般非現業職員と同様、当局との交

渉を行うという仕組み、２つ目が、団結権を回復して、消防職員独自の仕組み（労使協議

等）についてですけれども、こういう仕組みを構築するというつくりになって、３つ目と

いたしまして、団結権を回復し、当局との交渉や労使協議等は行わないという仕組み、こ

の３つのケースを示しているところでございます。 

 それから、もう一つの論点といたしまして、次の○ですけれども、団結権を回復する場

合に、消防職員は、一般非現業職員と同じ職員団体に加入できることとすべきか、消防職

員独自の団体にのみ加入できることとすべきかについても検討が必要としているところで
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ございます。 

 （２）は、当局との交渉についてでございます。当局との交渉についてどう考えるかと

いう点についてもあわせて検討する必要があるのではないか。この場合、２つ目の○です

けれども、法制的な観点や国際的な観点からも検討する必要があるのではないか。また、

３つ目の○ですが、最初のⅠの（２）や（３）のところで検討いたしました効果ですとか、

課題・懸念について、当局との交渉を行う場合と行わない場合で違いが生じるかどうかと

いう問題提起もしてございます。それから、４つ目、仮に団結権を回復し、当局との交渉

を行う場合に課題・懸念が生じるとすれば、これに対してどのような対応策が考えられる

かという点も検討が必要だということも述べてございます。 

 最後に、３つ目といたしまして、もし制度改正するならば、その場合の留意点といたし

まして、（１）消防職員委員会制度をどのように取り扱うべきか。（２）といたしまして、

公務員制度改革、今、議論が行われております。これとの整合性という観点から、消防職

員の特性について勘案する必要があるのではないかということ。それから、（３）といたし

まして、円滑な制度の実施のために準備期間をどう考えるか。それから、一部事務組合で

すとか、小規模な消防本部が存在することについても留意すべきという点を指摘している

ところでございます。 

 以上が資料１、全体のまとめでございます。 

 資料２ですけれども、横長の資料、こちらは、先ほどの資料１の項目を若干敷衍したも

のと思っているところでございます。３つに分かれるわけですけれども、まず、先ほどの

資料１の（３）のところでございました団結権の回復に伴う課題・懸念についてでござい

ます。この課題・懸念について、左のほうですけれども、当局との交渉を行う場合と行わ

ない場合で違いが生じるかという指摘をするとともに、仮に団結権を回復し、当局との交

渉を行う場合に課題・懸念が生じるとすれば、これに対してどのような対応策が考えられ

るかという問題提起をしてございます。 

 この表の真ん中の欄は、先ほどの述べたことと、資料１で述べたことと全く同じですけ

れども、これに対応して、右の欄に幾つかの指摘をしてございます。例えば出動時等にお

いて、上官の指揮命令権の確保や部隊内の厳正な規律や統制の維持のための対応策をどう

考えるか等々、幾つかの問題提起をしているところでございます。 

 それから、２ページ目へまいりまして、２つ目の論点といたしまして、団結権は認める

けれども、交渉権は認めないと、制度設計した場合の考え方の整理でございます。団体が
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当局との交渉を行わないとする場合、消防職員の団体の意義・目的をどのように考えるの

か。具体的には、真ん中の欄ですけれども、消防職員が団体を結成できることにより、ど

のような効果があるのか。それから、２つ目の○ですが、消防職員の団体は、職員の勤務

条件の維持改善を図るため、どのような活動ができることとするべきだろうかと。それか

ら、さらに、３つ目の○ですけれども、新たな労使関係の仕組みをつくることとなること

について、どのように考えるのかという論点を検討する必要があるというふうにしている

ところでございます。 

 それから、最後に、３つ目の論点といたしまして、もし消防職員に団結権が認められる

となった場合に、消防職員は、一般非現業職員と同じ職員団体に加入できることとすべき

か、あるいは消防職員独自の団体にのみ加入できることとすべきかということも検討する

必要があるのではないかというふうにしているところでございます。この論点を検討する

に当たりまして、真ん中の欄にございますように、消防職員の団体が、当局との交渉を行

うこととするか否かによって、消防職員が結成・加入できる団体が形態に違いが生じると

考えるかどうかということについても検討する必要があるとしているところでございます。 

 以上がこれまでの議論を踏まえまして、事務局のほうで取りまとめさせていただいた資

料の説明でございます。よろしくお願いいたします。 

 それから、ちょっとこの機会に補足で申し上げますと、前回第６回の検討会におきまし

て、委員の先生方のほうから、全国消防長会が実施しておりました全国の消防長に対する

意向調査の結果を公表してほしいというお話がございました。これを受けまして、事務局

から全国消防長会にこのご意向をお伝えしましたところ、お手元に配付させていただいて

おります資料、提出資料というものでございますけれども、このように調査結果の提出を

いただいているところでございますので、適宜ご参照いただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

【小川座長】  ありがとうございました。それでは、早速でございますが、事務局のほ

うで整理をいただきましたこの主要な論点について、あるいは団結権を回復する場合のあ

り方についてのさまざまな課題等についてを前提にご議論をいただきたいと思います。 

 これまでそもそも論といいますか、入り口の部分の議論につきましては、６回にわたり

まして、大変充実したご議論をいただいてまいったわけでございます。秋ごろには一定の

結論をという前提で、この間ご参画をいただいたことを前提にいたしますと、少しここで

改めて冷静に、なおかつ客観的なご議論いただきたいという趣旨で、この論点整理を行わ
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せていただいております。それを前提にどなたからでも結構でございます。忌憚なく今日

もご意見をいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

この熟考の時間もぜひ大事にさせていただきたいと思いますし、主要メンバーがこのた

び……。人羅委員、どうぞ。 

【人羅委員】  考え方はわかりました。もしわかれば教えてほしいんですが、団結権を

回復して、団体交渉について制限するという場合、消防のほかに何か類似の職種とか、今、

そういった応用できそうなケースって何かあるのかなというのをちょっと知りたいと思っ

たんですが。 

【小川座長】  この点どうですか、事務局、お答えになられますか。 

【植田公務員課長】  特にこれという形で参考になるものはないというのが私どもの今

の認識でございます。 

【人羅委員】  そうすると、団結権を認めているけども、団体交渉はないというケース

は、今の日本の労働の実情においてはないということですか。 

【植田公務員課長】  はい。そういう理解を今、しています。 

【人羅委員】  そうすると、仮に消防がそうなった場合には、それは極めて消防だけの

制度が設けられるということでよろしいですか。 

【植田公務員課長】  はい。 

【小川座長】  よろしいですか。はい。ありがとうございます。 

 ほかにいかがでしょうか。別の観点でも、また、関連する点でも結構でございます。ど

うぞ、ご遠慮なく。 

【人羅委員】  それでは、さらにお尋ねしますが、労組の関係の方にお尋ねしたいんで

すけども、仮に団結権を認めて、団体交渉を認めないという制度が仮に導入された場合、

それじゃあ、意味がないんじゃないかというふうにお考えになるのか、やはりある程度の、

それはさはさりながら、実質意味はあるというふうにご認識なのか。その辺が労組さんは

どういうような印象を持たれているのかなというのをちょっとお聞きしたいと思うんです

が。いきなりの質問で申しわけないんですが。 

【小川座長】  いいご質問いただいたので、岡本委員、それから、迫委員、木村委員も

何か補足ございましたら、後ほど。 

【岡本委員】  われわれ非現業職員は、団結権が認められていても、協約を締結する権

利が認められないというのが現行の制度です。書面協定はできますけれども、そこまでな
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んです。実際に団結権が認められれば、話し合いはされるということになると思うので、

話し合いをもってそれを交渉ととるのか、それとも、対話ととるのか、難しいところはあ

ると思います。実質的に、いわゆる労働条件なり、勤務条件について話し合いが行えるこ

とがあればよいのではないかとは思います。 

 ただ、原則的には、団結権には話し合いをする、つまり、交渉するということもついて

おるというふうには思ってはおります。 

【人羅委員】  では、逆に、ちょっと思うんですけど、そこで話し合いが行われた場合、

それは、いわゆる団交とは明らかに法律上違う性格のものになるんでしょうか。 

【小川座長】  この点、ちょっと事務局、補足があればおっしゃっていただきたいんで

すが、もし団体交渉権が法律上認められるということになれば、当局側、雇用者側に応諾

義務が発生するはずですし、まさに法的な交渉の場と。今、おっしゃった事実上の対話な

り、コミュニケーションの場というのは、必然的にその性格が、法的には少なくとも異な

るものになろうかと思います。何か周辺情報も含めて補足があれば。 

【佐々木公務員部長】  今の一般非現業職員の場合ですけれども、地方公務員法の５５

条で交渉のルールが決まっておりまして、特に登録を受けた職員団体から、適法な交渉の

申入れがあった場合においては、その申入れに応ずべき地位に立つという明確な条文があ

るとか、それ以外にもルールについての規定があるわけでございますので、その法律上の

交渉というふうに位置づけた場合には、こういうルールに基づくと交渉がなされるという

ことになると思いますので、交渉ではないということであれば、実際にも世の中にはいろ

んな団体があるわけですし、いろんな団体が市役所庁とかに来られていろんなお話をする、

要望されるというのはさまざまあるわけでございますので、そういった一般の話し合いな

り、意見交換はなされるといったような位置づけで、この法律上の交渉とは異なるという

位置づけが一つあり得るのかなということになろうかと思います。 

【小川座長】  今の人羅委員のご質問に対して、迫委員、または木村委員、何か補足ご

ざいますか。 

【迫委員】  消防職員として、過去の経過も考えながら、ご質問には簡単に答えられる

ものではないと思うんですけど、消防職員には団結権そのものがありませんので、公務員

制度改革の俎上にのるためには、まず団結権というものがひとまず到達目標のため、その

設置、保障に向けた活動をやっているわけですけど、それだと交渉という話し合いがどう

スイッチが入るのかということと、当然行政当局側がどう受け入れてくれるのかと。全国
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に労働組合、公務員の組合ありますけど、そこそこ色が違うと思うんですよね。その中で、

消防職員は団結権だけでいいのかとか、交渉権もセットではないのか。ヨーロッパはそう

考えているみたいですけど、今、日本における消防職員の団結権というのは、前回の会議

の中で荒木先生がおっしゃったとおり、意味があるんだという意味でも、それは自覚して

おりますし、まずは団結権の設置に向けて、その次の交渉になるのか、交渉権が必要なの

かというのは、今後の議論になっていくのではないかと、そんなふうに考えております。 

【小川座長】  木村委員、いかがですか。 

【木村委員】  あんまりつけ加えることはありませんけども、何のために団結できるよ

うになるのかと。団結の権利を得るかと言えば、それを交渉と言うのか、協議と言うのか、

対話と言うのか別にしても、やはりそういう話し合いができる、体制ができるということ

は非常に重要であるし、それはもう当然のことながら付与される行為の権利みたいなもの

ではないかなと思いますけど。 

【小川座長】  それぞれのお立場からご発言がございました。これに関連する点でも結

構ですし、また、それ以外の点でも結構ですが。どうぞ、三浦委員。 

【三浦委員】  いきなり団結権の付与という前提での議論ですので、えっと思うんです

けども、ただ、今の課題、議論出ております部分につきましては、やっぱり我々が懸念す

るのは、例えば話し合いとか、協議とか、そういった名目で、結局実質的に交渉のような

形が行われたときに、例えばこれは法的にきちっと、今の地公法上でも交渉権のルールと

いうのが法律できちっと書かれてあるわけで、そこが書かれてなければ、すごくきつく解

釈する理事者側は、あなた方は交渉権ないんだよと、話し合い、何を言ってんだよとなっ

てしまいますし、また、逆のほうで、踏み込んだ形で、交渉というよりも、話し合いとか、

いろんな要望とかそういうことを受け付ける理事者も出てくる。すると、立場が変わった

人から見たときに、法的にきちっと保障もされてへんのに、何でそんなことをしているん

だという違法性まで問われてくると。 

 ですから、私の考えとしては、団結権と交渉権というのはセットで、先ほど木村委員が

おっしゃったように、何のために団結をするのかというのは、これは冒頭の入り口の議論

で何度も私、言ってまいりましたけど、そのためにやっていくわけですから、これはもう

基本的にはセットにならざるを得ない。ただ、その入り口の部分で、消防という職務、危

機に即時対応するというのを目的する職場にはなじまないというのは、私がずっと言い続

けておる部分です。 
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 以上です。 

【小川座長】  どうぞ。木村委員。 

【木村委員】  そういうご指摘も十分理解できますけども、今の公務員の基本権も制約

を受けているわけですね。民間の労働者とは全く異なる部分があるわけで、それは消防職

員のいろんな職務の性質上、現実としてさまざまな制約を受けなければならない部分もあ

るでしょうから、それはそれで考えればいい話であって。ただ、団結権を付与されれば、

当然ことながら、それは話し合いになるでしょうし、もし一切そういう話し合いもできな

いということであれば、それは何のためなんだということになってしまわない。今の委員

会、委員会制度ですか、それとどこが違うのかという話になりかねないのではないかなと

思います。 

【小川座長】  大変核心に触れる議論が冒頭からございますけれども、今、三浦委員の

ご発言は非常に、何といいますか、当然理事者側のお立場、指揮官、最高指揮官でいらっ

しゃるお立場からすれば、職務の円滑な執行を一義とされて、この団結権の議論そのもの

には慎重なお立場でご参加をいただいてきたわけですけれども、仮に、団結権が認められ

るということに仮になれば、当然交渉権が視野に入ってくると。なおかつ、そこには一定

のルールがなければかえっておかしなことになるというご発言は、非常に含蓄のある、お

立場からすれば、お立場を踏まえれば、なおさら非常に含蓄のあるご発言をいただいたと

いうふうに座長として受けとめております。 

 どうぞ、岡本委員。 

【岡本委員】  三浦さんのほうからございました懸念についてですが、団結権があれば、

労働条件なり、いろんなことを改善しようと思う話し合いの中には、一体のものとしてと

いう言い方がいいかどうかわかりませんけれども、当然のことながら、交渉と呼ぶのか、

話し合いと呼ぶのかは別にして、そういった行為が付随すると思います。ただ、三浦さん

が言われたような懸念を払拭するような何か縛りというのが、たがというのか、どんなこ

とができるのかわかりませんけれども、それは一定考慮するということがあってもいいの

ではないかと私は思います。 

【三浦委員】  よろしいでしょうか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【三浦委員】  今、岡本委員からおっしゃったように、一定の縛りというのがよく理解

が、私、ぴんとこないですね。今の制度の中でも、きちっとした地公法上で交渉権のルー
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ルというのが明確にされておるわけですね。そこのルールを逸脱したり、そうじゃない場

合にいろいろな組織上の問題が出てきておるのは現実あると思うんですけどね。ただ、き

ちっとしたもう既に確立した交渉権という、地公法上でルールがある。それとは別に、ま

た違う何かルールを消防職員につくるというのは非常に何か、原点に戻りますけども、じ

ゃあ、何のための団結権なのってなるので、その辺ちょっとよく理解できないので、どん

なイメージをされているんですかね、ルールっていうのは。交渉権以外のルールってとい

うのはよくわからないです。 

【岡本委員】  私がイメージしましたのは、交渉をしていたりするときに、例えば火事

が起きるとか、災害が起きるとか、突発的なことが起こったときに、交渉中であるという

ことに縛られずに、本来業務であるところの消防業務であるとか、救急業務のほうに必ず

行く。そういう、それは条文に書いたから行くというものではないかもしれないし、条文

に書かなくっても必ず行くんだと思うんですが、そういうことを明文化するとか、そうい

うことが考えられるのではないかということをイメージしましたが。 

【三浦委員】  よろしいでしょうか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【三浦委員】  ちょっと私の質問、言葉足らずでニュアンスが通じなかったと思うんで

すけども、その本来の職責を放棄してまでそんなことするとかしないとかってというのは、

これはちょっと次元の違う話でありまして、今、団結権という、その消防職員が団結する

権利と。その目的として、自分たちの部分を当局側にきちっと上げていける仕組みという

のが今の地公法上では団体交渉権まで認められて、ただ、それに当たっては、先ほど佐々

木部長がおっしゃったような、きちっとしたルールもあると。ということですので、それ

以外に何か仕組みをつくるというのは、その交渉権の効果というんですか、団結権の効果

というものとはちょっと違うと思うんですけども。その辺をちょっとご質問したんですけ

ど、イメージがわかないというのが。 

【小川座長】  そこはどうなんですか、ちょっと。そもそもに返りますと、団結権を直

接のターゲットとして議論をさせていただこうということで進めてまいりました。ただ、

三浦委員からご指摘、また、人羅委員からのご指摘の趣旨にありますとおり、当然これは

交渉権が視野に入ってくる、あるいはそれをセットで議論しないと意味がないじゃないか

という議論は、当然当初からあったわけでございまして、そこは当然のこととしてもちろ

ん排除はしませんし、団結権のあり方を考える上でも、そこは議論しておかないと、団結
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権の輪郭をはっきりとさせることはできないという立場に立って議論を進めてまいりまし

た。 

 それを前提にしますと、団結権の直接のメリットは、もちろん大きく言えば、労使間の

コミュニケーションをうまくより円滑にすることで、ひいては、消防業務、消防行政の機

能を向上させて、最終的には、市民生活の安全なり、安心に資するものになるというのが

大きなストーリーでありますし、同時に、これは近代労働法制の大原則から言えば、被雇

用者には労働基本権というものが基本的に認められてしかるべきであるという、その基本

的な要求を満たすものであるということだと思います。 

 団結権が認められれば、どうなんですか。ちょっとここは法制的にもし、公務員課から

修正なり、補足があればおっしゃっていただきたいんですが、まず、組合員から、組合員

ということになりますので、組合費をきちんと法的に担保された形で、その活動に必要な

経費を収納することができると。そして、専従事務所を場合によっては確保をし、組合員

の福利厚生のための専従職員も置くことができるというところまでは間違いないですね、

団結権を認められることによって。その先の……。 

 今、小沢委員がご到着でございます。どうも、お忙しい中、夜分にお運びいただきまし

て、ありがとうございます。 

【小沢委員】  どうもすいません。 

【小川座長】  小沢委員、今、資料１、２に基づきまして、第６回の検討会での議論の

経過を踏まえまして、論点整理を事務局から報告を受け、それに基づいて議論が今、進ん

でおる最中でございます。 

 ですから、団結権そのものに非常に法的にはそういう大きなメリットといいますか、そ

れはあると。 

【植田公務員課長】  今、座長のご指摘の点ですけれども、お手元の資料の中で参考資

料２というのがございます。それの１ページ目に全体をまとめているのがございますので、

そちらをごらんいただければと思いますけれども、参考資料２の１ページ目、職員団体制

度と消防職員の任意団体との比較と。その中の職員団体制度という左のほうの欄のそれぞ

れの効果というものが、今、説明のございました団結権が付与されたことに伴う効果とい

う理解をいただければと思います。例えばその下のほうに在籍専従とございますものです

とか、その他のチェック・オフ、これは条例で定める場合にということですけれども、先

ほどの政務官からのご指摘の部分でございますし、そのほかにも法人格の付与ですとか
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等々の効果があるということでございます。 

【小川座長】  それから、交渉の場合なんですが、法的にルール化された交渉には、ど

うなんですか、おそらく職務専念義務等との関係で適用除外なりがあるはずでしょうし、

それから、これがもし法的な交渉でないと、単なるコミュニケーションだということにな

れば、当然職務専念義務を満たした上で、休憩時間とか、あるいは勤務終了後とか、に事

実上のコミュニケーションを行うといったような制約が生じようかと思いますが、それも

間違いないわけですね。 

【植田公務員課長】  はい。そこもおっしゃるとおりでございまして、２ページのとこ

ろに団体交渉のことが載せてございます。この中にございますように、職員団体として団

体交渉の関係でこういう大きな効果があるということで、下から３つ目の○に適法な交渉

を勤務時間中に行うことが可能と。これは地公法の条文で規定されてございますけれども、

これらを含めて、ここにございますような交渉に際しての効果があるということでござい

ます。 

【小川座長】  ですから、少し整理をさせていただきたいんですが、直接は団結権をタ

ーゲットに議論を進めてまいりました。しかしながら、その機能を考えますと、当然交渉

権を視野に入れないと、かえってその線引きなり、輪郭がはっきりしないということで、

議論をそこに付加をしてまいりました。さらに、しかしながらですが、この間、小沢委員、

また、菅家委員はじめとした、また、三浦委員、全体を管理しておられるお立場に立ちま

すと、非常に交渉権なりについては、当初から懸念、団結権そのものについてもそうだと

思いますが、そういったご意見をいただいてまいったわけでございまして、なかなか……。 

 あっ、どうも、菅家委員、夜分にありがとうございました。 

【菅家委員】  すいません。遅くなって、申しわけない。 

【小川座長】  ご到着、心待ちにいたしておりました。 

【菅家委員】  恐縮です。よろしくお願いいたします。 

【小川座長】  今、第６回の検討会を踏まえまして、事務局で整理をした論点ペーパー

の報告を受け、それに基づいて議論が進行している最中でございます。 

 こうした当局側からの懸念の声を前提にいたしますと、そうは言っても、この交渉権を

ダイレクトに議論していくということには非常にある意味での慎重さが求められるだろう

と、私もそう感じております。 

 そこで、団結権そのものには、今、申し上げたようなメリット、具体的な制度の変更が
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予想されますし、また、事実上の交渉と法的な交渉には、今、公務員部から説明があった

ような差異があると、区別があるということも前提に置かせていただきたいと思います。 

 どうぞ、下井委員。 

【下井委員】  今の点に関係して確認させていただきたいんですが、今、座長が事実上

の交渉という言葉を使われました。それから、資料１の２ページの上のほうで、Ⅱ、（１）

の○の１つ目で、団結権を回復する場合、以下のようなケースが考えられるということで、

３つほど例が出されておりますが、その２つ目のところで（労使協議等）という説明があ

ります。これは交渉と区別した意味で労使協議というふうな説明をされているんだと思う

んですけれども、この交渉とは異なる労使協議というのが、今、座長がおっしゃられたよ

うな事実上の交渉、あるいはこの参考資料２の、今、問題なっていた、１ページのこの職

員団体制度としての機能といいますか、こういう職員団体にはなれるよ。だけれども、２

ページの団体交渉はできない。だけど、事実上の何らかの協議はできるというものをとら

えて（労使協議等）というふうに表現されているという理解でよろしいでしょうか。 

【小川座長】  ありがとうございました。その点なんですけれども、今日、初めてこう

いう具体的な論点整理をさせていただいているということですので、少し自由な討議なり、

自由な発想をお許しいただきたいんですけれども、ここでいう（労使協議等）には、先ほ

ど来、議論になっておりますような事実上のコミュニケーションが一つ入ろうかと思いま

す。加えて、ちょっと自由な発言をお許しいただきたいと思いますが、今、消防には特異

な制度として消防職員委員会制度というのがあるわけでございまして、一つの、場合によ

ってはといいますか、選択肢、幾つかある中の一つとして、こういう消防職員委員会制度

をうまく利活用するような仕組みも、場合によっては考えられるのではないかとか、そう

いった幾つかの考え得るオプションが想定をされるのではないかというような提案でござ

います。 

【人羅委員】  いいですか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【人羅委員】  今の議論を聞いていてちょっと確認したいことがあったのは、団結権と

団体交渉権を分けるということを議論した場合、そもそもそういうことが法律上可能なの

かと。例えば法制局がだめと言ったら、これはだめになっちゃうわけですから、その点に

ついて、これはある程度法律にはやろうと思えばできるというところの話なのかというの

がまず、そこの前提をちょっと確認したいのと。 
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 あと、もう一つ、事実上の、この真ん中に書いてあるやつありますね。（労使協議等）、

消防職員独自の仕組みというやつですけれども、これを仮に構築した場合、これは法律に

書くという前提での議論なのか、それとも法律には書かないけども、そこはよしなにやっ

てくれというような意味合いでお書きになっているのか。そこをちょっと、基本的なこと

なので確認しておきたいんですけれども。 

【小川座長】  ちょっと座長としてご発言させていただいた上で、補足なり、修正があ

れば公務員課からお願いしたいと思いますが、まず、最初の法制的にどうかという点です

けれども、よく法制局の見解なりは、非常にこれは重要でありますし、法解釈等も含めて

非常に尊重すべきものであることは言うまでもありませんが、今、議論しているような労

働基本権のあり方なり、あるいは具体的な執行のあり方については、政策判断なり、ある

いはその背景にある政治的な判断を前提にすれば、それを応分に正確に落とすという作業

は当然必要になりますが、法制局の見解をもってこういった政策判断なり、政治判断がま

かりならんという議論にはおそらくならないたぐいの話であろうと思います。 

【人羅委員】  私がちょっと心配したのは、僕も別に団結権と団体交渉権を分けること

自体にはあんまり、そんなに反対じゃないんですけれども、そもそも団結権というものは、

団体交渉権と一緒の、一体のものであるというのがもう議論の前提であって、それを分け

るということはちょっと法律的に落とすのはなかなか難しいという話だったら、そこはそ

こでもう最初から壁に当たってしまうので、そこのところのちょっと念を押したかったと

いうことなんですよ。 

【小川座長】  その点ですね、今、明確な結論まで申し上げる材料は持ち合わせており

ませんが、通常、原則から言えば、今、まさに人羅委員がおっしゃったような議論に、少

なくとも形式上はなるんじゃないかという気がいたしますが、ここでもさんざん６回、７

回にわたって議論してまいりましたとおり、これは非常に歴史もあり、また、経過もあり、

現実の制度もある中で出発した議論ですので、そうした経過や、今ある制度を踏まえた新

しい制度論には一定の正当性といいますか、説得力があるのではないかと。それは法制的

にもですね。ですから、形式的に原理原則論を言えば、まさに人羅委員がおっしゃったよ

うな議論もあり得ると思いますが、一方で、社会実態なり、制度の実態からすれば、今、

イメージしているような新たな制度も、法制的に否定されるものにはならないだろうとい

うふうに、ちょっと個人的な見解が入って恐縮ですが、そういう感じを受けております。 

 それから、２点目の法律に書くのかどうか。結論から言えば、それも含めて、少しここ
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はフリーハンドの表現になっているということはお許しをいただきたいと思うんですが、

もしこれを交渉権、応諾義務も含めて、もし、それを書き切るのであれば、これは団体交

渉権そのものでありまして、何ら法律的な団体交渉権と変わらないことになります、実態

としてですね。 

 一方、全く一切のルールの記載がないということになりますと、先ほどの職務専念義務

との関連とか、あるいは三浦委員がご心配、ご懸念でありました、かえってルールのない

中での無法地帯のような、非常に事実上の対話や交渉に振り回される結果になるんじゃな

いかというご懸念もまた出てくるわけでございますので、この応諾義務の取り扱い、ある

いは今、書かれているこの消防職員委員会制度、これは交渉権が前提になっておりません。

こうしたものとの関係をこれからどういうふうに整理するか次第で結論は変わってこよう

かと思いますけれども、いずれにしても、法律に書く場合も、また、書かない場合も、こ

こは少し幅を持たせたイメージで提供させていただいているということになろうかと思い

ます。 

【荒木委員】  よろしいでしょうか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【荒木委員】  人羅委員の団結権と団交権というのを、これを分けて規定することが可

能なのかという点についてちょっと確認をさせていただきたいんですけれども、まず、地

公法５５条１項、今日の参考資料３に条文があるんですが、５５条１項で、登録職員団体

に対して当局が団交の申入れに応ずべき地位に立つものとすると。そういう、いうなれば、

団交権を保障したと思われる条文があるわけです。 

 まず、事務局に確認なんですが、これに違反した場合にどのような効果が発生するのか

をまずご説明いただくのがいいのかと思いますが、いかがでしょうか。 

【小川座長】  事務局。 

【佐々木公務員部長】  ５５条の１項でございますけれども、民間の労働組合と違いま

すので、いわゆる不当労働行為制度というのは、地方公務員法においてはとっておりませ

ん。したがって、まさに公務職場でございますので、この当局が本来果たすべき義務を書

いてあるという基本的なルールになっております。それで、さらにぎりぎり、今、荒木委

員がおっしゃったように、じゃあ、仮にこれに違反をした場合にどのようなことになるん

だろうかということを仮に想定をしてみますと、適法な交渉の申入れがあったにもかかわ

らず、当局が申入れに応じないということになれば、例えばですけれども、何らかの形で
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裁判の訴訟という、まあ、損害賠償になるのか、何になるのかちょっとわかりませんけれ

ども、そういった形の法的な争いになる可能性というのはあり得るのかなとは思っており

ます。 

【荒木委員】  その場合に、５５条１項を根拠に当局が団交に応ずべき地位に立つこと

の確認を認めたような、そういう裁判例があるかどうかというのは、もしご存じであれば

教えていただきたいんですが。 

【佐々木公務員部長】  ちょっとすいません。今、調べます。 

【小川座長】  ちょっとお時間をいただければ。 

【佐々木公務員部長】  またちょっと調べて。 

【荒木委員】  あるいは、もしご専門の下井先生がご存じであれば教えていただきたい

んですけれども、私の認識では、おそらくそのような裁判例はないんではないかと思いま

す。 

 この５５条は団交権を保障したというふうに一般にとられておりますけれども、民間の

企業、あるいは公務関係でも現業の企業職員の場合のように、労働委員会に訴えて、当局

が団交しないから、団交を命じろという行政命令を労働委員会に出してもらったり、そう

いう、違反に対するサンクションが設けられていないのがこの５５条１項であります。こ

れは罰則もありません。措置要求とも違って、罰則もないという条文であります。 

 したがって、法制的には、白地に書くとするなら、民間と同じように団交を拒否した場

合には、そういうサンクションを設ける、まさに法的な意味で団交権を保障し、違反に対

してはサンクションを科すことがありえます。それに対して団結権を認め、その侵害には

法的救済を用意するけれども、団交拒否に対してはサンクションを設けないということに

すれば、団結権のみを保障し、団交権については、法的な意味で制裁を科すという意味で

の保障はしていないと、そういう記述の仕方は法技術的には十分に可能だということにな

ります。ですので、現行のこの５５条をどう解釈するかという問題にもなり、行政法も随

分進んでおりますので、別の解釈があるかもしれませんけれども、少なくとも現状のとこ

ろはそういうものというふうになります。 

 したがいまして、仮に団結権と団交権の保障というものを分けて考えると、おそらく４

つぐらいの段階に分けられるのではないかと思います。第１が、民間と同じように、団体

交渉を拒否した場合に法的な制裁、あるいは法的な救済を課すような形で保障する。これ

が第１といたしましょう。第２は、この現行の５５条１項のように、法律上明文で申入れ
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に応ずべき地位に立つと明記するというふうになれば、これは、法的な意味で裁判所によ

って担保されるような義務じゃないかもしれませんが、法律上このような義務を明示する、

言うなれば、行為規範を法律上明示しているということかもしれません。第３の段階です

が、５５条は、登録を受けた職員団体、登録職員団体についてのみ書いてありますが、５

５条２項以下は、登録を受けてない職員団体も含めて規定がしてあります。これは５５条

１項の適用はないのですけれども、団体交渉することがあり得ることを前提の条文という

ふうに思われますから、５５条１項のように行為規範を明示していないけれども、交渉が

あり得ることを前提に規定をすると。これが第３の段階かもしれません。そして、先ほど

議論されていたのは、第４の段階でありまして、まさに法律上何も規定せずに、事実上協

議したり、話し合いをするというものがある。しかし、団結権のみは保障すると書く。お

そらくそういう４つぐらいの段階が考えられて、法律上それをどうするかは今後の議論と

して、どのような仕組み方でも理論上はあり得るのではないかというふうに考えておりま

す。 

【小川座長】  大変示唆に富んだ、また、専門的なお立場からご助言いただきました。

菅家委員、どうぞ。 

【菅家委員】  大変遅れまして申しわけないです。どうも。 

 これ、今まで平行線で議論してきて、私なりに、私見ではありますけれども、法的な視

点からもいろいろ考えてきたんですけれども、今ほどの法律の解釈も含めて、いわゆる現

在の地方公務員法の警察職員及び消防職員の団体交渉権ですね、これについては、第５２

条第５項においても明確に禁止をしている。また、その団体交渉に関する規定においても、

法第５５条第１項において、交渉できる団体は登録を受けた職員団体と定められている。

その職員団体の登録についても、法５３条第４項において、警察職員及び消防職員の組織

化は明確に禁止をされているというのが今の国内法で示されているわけですね。 

 ただ、検討会のテーマになっている団結権の付与、これについて限って見れば、法第５

２条第５項に、見ますと、これを読みますと、警察職員及び消防職員は、職員の勤務条件

の維持改善を図ることを目的とし、かつ、地方公共団体の当局と交渉する団体を結成し、

又はこれに加入してはならないと規定しているわけで、いわゆる団結権に関して、直接ど

の条文でどのように禁止をしているかというのは明確ではないのではないかと思うんです

ね。つまり、５２条の第５項では、あくまでも交渉する団体を結成してはならないと、こ

ういう、団結権は言ってないんですね。交渉する団体を結成し、又はこれに加入してはな
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らないというわけですから。で、現在でも、既に団体として組織をされて活動されている

と思うわけですが、まさに迫委員の所属されている全国消防職員協議会ですか、あるいは

先日のヒアリングにも出席をされました消防職員ネットワーク、これらについては、現実

として、いわゆる団体交渉権は持たないけれども、職員団体として位置づけられていると

解釈してもいいのではないかということですね。 

【迫委員】  拡大解釈です。 

【菅家委員】  まあまあ、拡大解釈、これ、実際に、つまり、団体交渉権まで及ばない

けれども、この法律の解釈によっては、まさに新たに職員団体は結成できると解釈して、

法律の解釈ですよ。よろしいのではないかと。ただ、法的には団体交渉権はないですね。

ただ、団結権という、職員団体を結成できるかどうかという議論をするならば、法律の解

釈によってはそのようになるのではないかと。いわゆる全国消防職員協議会を調べてみま

したら、１９７７年８月に結成していますから、実に３３年間もたっている。また、消防

職員ネットワークも、１９９７年５月ですか、結成されて１３年間も活動をされているわ

けですから、中身を見ますと、職員の勤務条件や安全衛生、装備状況などについても、全

国的に情報の共有を図るべく活動されてきているということであるわけですから、ですか

ら、例えば現行の法令のもとで団体交渉権を持たない職員団体として位置づけるというこ

とはできるのではないかという、法律の解釈によって。 

 ただ、団体交渉権を持たない労働組合、職員団体というのはやっぱり大きな課題になる

わけですから、そこは法律を改正しなくちゃならないわけですね。ただ、現実を考えてみ

たときに、私も一つ前に提案しましたけれども、やはり今、まさにＩＬＯも一定の評価を

している。一方では、今、申し上げたように、団結権という意味では、法律の解釈の中で

一定程度の整理をしたらどうかということですね。本来、団体交渉権がないわけですから、

交渉権については、消防職員委員会、先ほど座長が提案された、充実を図ると、現実の問

題ね。そして、具体的にはね、やっぱり消防長や管理者、我々管理者に意見が通るか通ら

ないか、ここだと思うんです、いろいろと調べてみると。ですから、例えば第三者機関を

創設して、そこから直接ね、消防長や管理者にちゃんときちっと、第三者機関の創設をし

て、そういう声が反映されるということが、結果として消防職員のさまざまな思いを反映

することになるというようなことを、まあ、私としてはいろいろ提案といいますか、いろ

いろ平行線できている中で、一番現実的な方向性を見定めるという意味では、今のような

考え方で検討していただければとご提言を申し上げたいと思います。 
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 以上であります。 

【小川座長】  ありがとうございました。非常にご苦心の末の解釈をご披露いただきま

して、敬意を表したいと思います。 

 まあ、何十年来の積年の課題ですから、解釈の変更でということが、世の中的にという

議論は一つあろうかという気がいたしますことと、先ほど来議論になりましたとおり、法

的に認められた団体については、法人格の取得ですとか、あるいは専従職員の配置とか、

あるいは組合費のチェック・オフとか、さまざまな法的な効果が現実のものとして影響を

与えてくるわけでございまして、ここはやはり解釈、もちろん解釈を十分これは議論すべ

きだと思いますが、合わせて法的な手当てを実際問題として議論しておかないと、なかな

かこれは何十年来の積年の課題であるだけに、少し解釈変わりましたということでは進ま

ない局面が出てくるのではないかという気がいたします。いずれにしても、大変ご苦心の

末の非常に一考に値するご提言、ご見解をお示しいただいたことには心から敬意を表させ

ていただきたいと思います。 

 ほかにいかがでしょうか。 

【下井委員】  ちょっといいですか。 

【小川座長】  どうぞ、下井委員。 

【下井委員】  話をさっきの荒木委員の話に戻してもよろしいでしょうか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【下井委員】  団交拒否があった場合の法的効果ということで、今、ちょっと慌てて判

決を２つほど見たんですが、はっきり分かれておりまして、１つは、請求の趣旨は、団交

拒否されたその当局側に対して、団交に応ずべき地位に立つことの確認、これに対して判

決は、ここは権利義務性がないのだから、そんな地位は確認できない。だから、この５５

条の１項は、当局側に対して何らかの義務を、法的な意味での義務を与えたものでもない

とし、職員団体に何らかの意味での法的権利を与えるものでもないという解釈。 

 もう一つは、これは、損害賠償請求、団交拒否に対する損害賠償請求で、これが民法な

のか、国家賠償法なのかというのは非常に難しい点があるかと思いますが、それは置いと

いて、これは結果的には棄却、請求棄却だと思いますけれども、不法行為になり得る余地

は認めております。あり得るという。 

【小川座長】  それぞれ地裁の判断？ 

【下井委員】  地裁ですね。 
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【小川座長】  両方とも地裁ですか。 

【下井委員】  はい。両方とも地裁です。これについては上級審がないので……。 

【小川座長】  そうなんですか。 

【下井委員】  はい。ないですね、控訴してません。で、これはやはりそもそもが憲法

の２８条で保障された権利であるかどうかという見方が多少、そう見るかどうかで最終的

な解釈への影響が違うようです。誤解がないように申し上げておきますと、両方とも消防

じゃなくて、普通の非現業ですけれども。 

 で、この場合に今、判決文を見て確認したんですが、両方とも原告は職員団体です。で

すから、今、申し上げた２つ目の判決に従えば、不法行為が仮に成立した場合、損害賠償

がおそらく職員団体にされるんだと思います。 

【小川座長】  それは登録職員団体ですね。 

【下井委員】  登録です。５５条１項が問題になっていますから。ですから、その意味

では、解釈は分かれておりますけれども、全くそのサンクションがないわけではない。た

だ、損害賠償しかないというのをどうとらえるかというのは、また、それは法的には非常

に問題だとは思いますけれども。 

【小川座長】  ありがとうございます。大変参考になるご見解をいただきました。 

【荒木委員】  ありがとうございました。私の言った趣旨も実は同じようなことで、団

交に応ずべき地位の確認を認めた裁判例はおそらくないというのが先ほど言った趣旨であ

ります。 

 不法行為による損害賠償は、これはいろんな場合にあり得るわけですね。今、ご紹介い

ただいた裁判例も、私もたまたま見てみたんですが、これは複数の団体に対して差別的に、

こっちとは団体交渉やっているけど、こっちとはやってないと、そういうことで不法行為

を認めた例はあります。これは、たしか３０万円ほど損害賠償を認容しています。損害賠

償は、これはいろんな場合に、法的保護に値する期待を裏切ったという場合には認められ

ますから、これは団交権の侵害ということなのかどうか。たしか裁判例も、要するに、そ

ういう話し合いに応じなかったことによって、その職員団体の名誉といいますか、信頼を

侵害したというふうな議論でありますから、団交権の侵害ということもできましょうが、

団結権自体も侵害したということなのかもしれませんが、そういう不法行為はあり得ると

思うんですね。 

 ですが、この５５条、かなり明確に応ずべき地位に立つものとすると書いておきながら、
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団交に応ずべき地位の確認を認めた裁判例はないというのが、現行の地方公務員法の５５

条１項の規定の解釈なのではないかということで、先ほど申し上げた次第です。 

【小川座長】  その点、これも不確かなことを申し上げてはならないんですけれども、

自治法にしても、公務員法にしても、当然自治体がやることですから、あまり、何といい

ますか、強制なり、あるいは罰則なりということは想定してない法制が多くて、例えば行

政局は、今、阿久根市の対応にも非常に苦慮しているわけですけれども、違法状態に明ら

かに外形上入るわけですが、それを修正する手立てが法的に用意されてないといったよう

な事例は、やはりほかにもあるわけでございまして、ここはひとえに自治法制なり、また、

地方公務員法制そのものが当然法的な義務なり、法的な責任は、性善説に立って果たして

いただけるものという前提に立っていることも一部、一つの要因といいますか、背景とい

いますか、そういった部分はあるかもしれません。はい。 

 大変法制的にも非常に実り多い議論が続いておりますけれども、その他の点も含めてい

かがでしょうか。 

【人羅委員】  じゃあ、よろしいですか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【人羅委員】  ちょっと話のポイントが変わってしまうんですけども、やはり主要な論

点について指摘されているやり方として、団結権を回復する場合、一般非現業職員と同じ

職員団体に加入できない場合、消防職員独自の団体にのみ加入できることとすべきかとい

う指摘がありますが、これについても、今現在ほかにそういう特別に、例えば自治労入っ

ちゃだめとか、そういうような扱いで区別されている労組というのがあるんですかという

のをちょっと確認したいと思ったんですが。 

【小川座長】  ここはどうですか。すいません。実態から言えば、水道関係とか、それ

から、水道だけですかね。どうぞ。 

【岡本委員】  基本的には、各団体がどこの組合に入ろうと、上部団体を選ぼうとそれ

は自由だというふうに認識しております。 

【小川座長】  法的には、あれは分かれてないですね。 

【岡本委員】  全く分かれてない。 

【小川座長】  実態として、水道関係と、それから、交通関係が分かれているというこ

とですね。どうぞ、佐々木部長。 

【佐々木公務員部長】  法的な観点だけ申し上げますと、職員団体は、基本的に職員を
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中心として結成されなければならないわけですけれども、中に一切職員じゃない人が組ん

じゃいけないということではなくて、非職員も何人かいていいということになっています

ので、例えば一般非現業の職員団体に企業の職員が入っているということも違法ではあり

ません。ただし、登録職員団体、さっき交渉に応ずべき地位に立つという登録職員団体に

なるためには、企業職員が一般の職員団体に入っているというわけにはまいりません。も

し入っていると、登録はできないという形になりますので、その辺が職員団体と登録職員

団体で少し取り扱いが違うという法制になっております。 

【小川座長】  そこはあれですか、正確に言うと、登録職員団体は同一の地方公共団体

に属する職員のみで組織とあるわけですよね。この場合の同一地方公共団体、当然、例え

ばある町の非現業も水道職員も、同じ地方公共団体だと思うんですが、任用者が、任命権

者が違うということですか、企業管理者と首長さんと。 

【佐々木公務員部長】  すいません。企業職員は公営企業法で地方公務員法の適用除外

がございますので、その部分については、登録職員団体部分については、入ることに、登

録ということができないということになります。 

【人羅委員】  よろしいですか。ちょっと具体的なイメージを出させていただくんです

けども、この消防職員独自の団体のみに加入できることとすべきかという場合、仮にそう

した場合、ぶっちゃけた話をいうと、例えば市職労には入っちゃだめと。で、消防職員団

体をつくってくださいと。ただ、その消防何とか団体が、例えば自治労の傘下にあるとい

うこと自体は問題がない、そういうような整理なんですか、実態について言うと。 

【佐々木公務員部長】  すいません。自治労さんとか、その、いわゆる上部団体と言わ

れるものは、この地公法上の法律上の職員団体とかではありません。その外の話ですので、

それはちょっと法律上の話ではない。 

【人羅委員】  そうですね。だから、要するに、市職労とか、そういうのに一緒に入っ

ちゃだめという、そういうことをおっしゃっているわけですね、これ。 

【佐々木公務員部長】  はい。そういう考え方にすべきかどうかということを論点とし

て書いたということです。 

【人羅委員】  わかりました。ちょっと実際にどういうことを言いたいのかなというの

がよくわからなかった。すいませんでした。 

【小川座長】  ありがとうございます。論点整理とは申し上げますものの、十分詰め切

れているかというと、まだまだ含みなり、幅を持たせたご提案なり、整理になっておりま
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す関係上、どしどしとご意見、ご質問いただいて整理をしてまいりたいと思います。ほか

にいかがでしょうか。別の観点でも結構です。どうぞ。 

【小沢委員】  本日は遅れてしまい大変申し訳ございません。 

 公務員課の丸山課長と会う機会があって話をした。別に迫さんの応援団になるわけでは

ないが、先進国の中で、世界的にも団結権を認めないのはやはりおかしいのではないかと

思う。そう思ったきっかけは、この間埼玉県の秩父で防災ヘリが墜落して、消防署員３人

と委託先の本田航空のパイロットと副操縦士が亡くなる痛ましい事故が発生した。その出

動要請等についてももう少し考えればよかったかなという面もあり、団体権が認められて

いれば、このような事故は防げたのではないかと考えている。当然、消防職員は災害から

住民の生命・財産を守るという崇高な精神はあるわけだが、裏を返せば、自分たちも生命

を守りながら仕事をしなくてはならないという立場であり、非常に危険職だということは

もちろんわかっている。このような会議を何回続けても平行線では仕方がない。私とすれ

ば、法的な解釈は、我々は素人なので、専門家の方々に憲法や自治法等に照らし合わせて、

間違いのないようにしていただき、また、団体権を与えたことによって、懸念されるよう

なことは法整備をしていただいて、一歩前へ出て、消防職員の立場を理解してあげるのも

一つの方法であり、そのような時期に来ているのかなと思う。ただ現場の関係で、総務省

の公務員課の考えと消防長の考え方の調整がいくかどうか、消防長会などは反対ですから。

やはり与えるべきものは与えて、さらにしっかりやっていただいて、消防団との関係、あ

るいは地域との関係等、懸念される問題を法でしっかりまとめていただきたいと考えます。 

【小川座長】  大変お立場ながらこその重みのあるご発言をいただきました。ありがと

うございます。大変重みのあるご発言いただきました。ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【下井委員】  また、ちょっと話を戻してしまうことになってしまうかもしれませんが、

先ほど荒木委員が４段階に整理されていましたけれども、その整理からも多分はっきりし

ていると思うんですが、実は、現在の地公法の保障しているその非現業組合、非現業の職

員の職員団体に交渉権があると言っても、これは少なくとも民間の労働組合法上の団体交

渉権に比べれば極めて制限されている。団体交渉権が保障されているかと言われると、保

障されてないという見方も、これは十分あり得ると思うんですね。非常に弱い交渉権しか

ない。協約締結権はないわけですし。ところが、そこだけ見ればそうなんですけれども、

おそらくこれは私の推測にすぎませんけれども、消防職員の団結権、あるいは団結権を付

与することによって、当然交渉というものもその視野に入ってくるということを懸念され
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る立場の方々は、これだけ弱い交渉権しかない、協約締結権がないのにもかかわらず、実

際には非現業職員の組合と当局側が協約まがいのものを締結して、数年前から随分新聞報

道とかもされて、実際には裁判にもなっているように、不適切な公金支出がたくさんある

じゃないかと。そこは法律と実際の乖離があるんだから、そう建前だけの話では通らない

のではないかという懸念も、一方ではあるのではないかと思いますので、その点はやはり

視野に入れて、今後、どういうふうにしていくのかを考えていかなければいけないんだろ

うなと私は思います。 

 今日はフリートークだということで、ちょっととりあえず意見だけを述べさせていただ

きました。 

【小川座長】  下井先生、ありがとうございます。今の点、職員組合の存在なり、団体

交渉と不適正支出との関係。 

【下井委員】  はい、そうです。 

【小川座長】  ああ、そうですか。そこはもうちょっとご説明いただくと、どういった

あれになりますか。 

【下井委員】  不適切な発言になってしまうかもしれませんが。現実には協約、法律上

の労働協約は結べないんだけれども、正式な労働協約ではない取り決めを……。 

【小川座長】  覚書のような。 

【下井委員】  まあ、そうですかね。職員団体と当局、市長なり何なりとの間で結んで、

それによって、例えば、いわゆるヤミ給与のようなもの。 

【小川座長】  うーん、そういう意味で。 

【下井委員】  そういう例が実際に報道されている……。 

【小川座長】  違法な支出ということではなくて。 

【下井委員】  いや、違法な支出なんですけれども。違法な支出、だから、条例に根拠

のない。 

【小川座長】  あーあ、なるほど。 

【下井委員】  それはさまざまな形でなされるわけです。慰労金とか、ある自治体であ

れば、スーツの支給であるとか。 

【小川座長】  ああ、そうか。そこまでいくと違法な支出ということですか。適正か不

適正かということはいろいろあるとして……。 

【下井委員】  あると思いますけれども。 
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【小川座長】  違法にまでいく支出もあったということですね。 

【下井委員】  それは判例にはないわけではない。いや、それはありますよ、実際に。

それが多いか少ないかは別ですけれども。そういう懸念を当局側の方が持たれても、私は

やむを得ないのかなと思っています。 

【菅家委員】  じゃあ、私もまた一言。 

【小川座長】  どうぞ。 

【菅家委員】  先ほどの繰り返しにはなると思うんですけれども、やはり団結権の検討

という視点で考えたときに、先ほども述べたわけですけど、いわゆる全国消防職員協議会

も、消防職員ネットワークも、現在の活動状況と変わらないのであれば、その存在までも

否定することはできないわけでありますから、まさに団体交渉権と団結権という考え方の

中で、やっぱり団結権ということからすれば、当然運用上といいますか、現行法の一つの

解釈によっては一定程度の方向性が見出せるのではないかと、こう思うんですね。 

 ですから、団体交渉権まで付与するのかしないのかというのは、まだ大きなテーマ、議

論になってくると思うんですね。ですから、非常にそこのところはデリケートな問題だと

思うし、完全に法律改正しなくちゃならない問題になりますから。だから、私は、非常に

議論の中で団結権に限るということからすれば、法律の解釈によっては、今あるそういっ

た協議会であり、ネットワークもあるわけですから、そういった、いわゆる団体交渉権を

持たない職員団体として位置づけをするということになればよろしいんじゃないかなと。

まあ、一歩踏み込んだ発言をさせていただければ、座長は、その法律の解釈だと言っても、

これは非常に解釈というのは、重要な解釈の、何といいますか、変更といいますか、そこ

は重要な論点だと思うんですね。一切その団結権に関しての法的な規制はないわけですね。

あくまでも交渉権は認めないわけですから。 

 ですから、ずっと団結権の議論してきたわけですから、私は、ある意味では、今まで取

り組んでこられた存在を否定できないんである以上、職員団体として位置づけをするとい

うような考え方であってもよろしいんじゃないかなということなんですね。その辺はいろ

いろご意見いただきたいと思うんですが、それを踏まえて、じゃあ、交渉権のない中でど

うするかという課題が出てくるわけですから、消防職員委員会の充実を提言しているわけ

で、この辺ひとつ、何といいますかね、ご意見いただきたいなと思いますが、いかがでし

ょうか。 

【小川座長】  どうぞ。 
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【三浦委員】  ちょっと論点、整理したいんですけども、職員のネットワークの会とか、

消防職員の協議会、これは現実、先ほど菅家委員おっしゃったように、全国的に古くから

活動されておるんですけども、基本的にこの今現在、団結権付与の議論というのは、まず、

目的があるからそういった団体をきちっとしましょうと。これが職員団体制度の中では、

勤務条件の維持改善を図ることを目的とした組織をつくることを認めるかどうかの議論で、

法律的に何ら警察と消防は書かれておらない。で、現実の協議会、あるいはネットワーク

の会は法的に何ら担保はされておらないので、私の会なんですね。それをきちっと地公法

で整理をしましょうというのが一つの消防の職員の団結権が付与されると、そうなってく

る。何もこの団結権が付与されて、職員団体をつくる権利が消防職員に付与されると、協

議会だけじゃない、ネットワークじゃない、いろんな会ができる可能性もあります。はい。

ですから、既存の組織があるからどうのこうのという議論、現実を認めるというのはもの

すごく大事なことなんですけども、既存の組織が苦労されておられるのは、全く法律でこ

ういった維持改善を図ることを目的とする組織をつくってはならないと思っておりますの

で、そこを、例えば付与したときに、じゃあ、維持改善を目的とした組織の目的を達成す

るための担保としての実質的な仕組みをどうするのかというところへ踏み込まざるを得な

い。そうなると、交渉権と一緒になるので、我々の立場からすると、何度も繰り返してお

りますけれども、危機管理、危機に即応するこういった組織については、それはなじまな

いというのが、今も私は考え方は変わっておりません。 

【小川座長】  どうぞ。 

【菅家委員】  何ていいますか、その団結権を付与するという、団結権の議論の中で、

あくまでも法律の解釈の中の論点を申し上げているわけで、当然ながらそういう課題があ

るにしても、ただ、団結権だけを付与するという議論だとするならば、そういう既存にあ

る組織は、いわゆる団結権として存在しているので、組織があるのではないかということ

になるわけですね。本来であれば、団結権は認めないんだったら、存在を否定せざるを得

ないけれども、１０数年、３０数年間もそういう組織がある以上、やっぱり３３年間、１

３年間もあるということは、その法律において、法の解釈の中である程度認められてきた

ので、存在すると。ただ、その問題はあるけれども、ただ、団結権という一つの、団結権

を付与するという限った場合の法的な解釈を論ずれば、何らこれを否定する条文はないと

言わざるを得ないですね。ただ、交渉権は認められないとね。 

 ですから、私としては、この検討会の目的があくまでも団結権に限定して議論するなら
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ば、そういう解釈もあってもいいだろうと。ただ、交渉権まで、じゃあ、付与するのかと

なれば、また論点が変わってきて、また別な議論になってくるのではないかと、このよう

に思いますので、あえて、丁寧に申し上げれば、職員委員会というものがあれば、それら

を充実した中で、交渉権にかわるというわけにはいかないけれども、現実の職員の勤務条

件等の問題を、課題を解決する道は開かれていますから、そういった充実していくという

のも、一つの現実的な論点の整理した方向性を見定める一つの選択肢なのではないかと思

うわけです。 

 以上です。 

【小川座長】  三浦委員、どうぞ。 

【三浦委員】  １点だけ、菅家委員に。これは私の考え方が足らないのかもわかりませ

ん。これは、後、迫委員にお聞きしたいんですけれども、職員協議会、あるいは消防職員

のネットワーク会というのは、彼らは、地公法５２条に基づくこういった組織を拡大解釈

をしてやっていると私は思ったことはないです。そこが厳密にラインが引かれておるので、

ネットがかかっておるので、彼らはそこの部分で批判を受けないような形の中でどのよう

な活動をするのかというので何十年間苦慮されとるわけですね。そういうことです。そこ

を一歩踏み込んでしまって、維持改善を目的とするような活動をした場合に、当局側がそ

ういった、言葉きついですけど、まだ法律的には認められてないし、非合法の組織とのあ

つれきが過去にもあったようには聞いております。したがって、これは迫委員に聞きたい

んですけども、この地公法の５２条１項をいろんな解釈をして、自分たちはその団体だと

お思いになっておるのかどうなのか、そこだけ迫さん、１点だけ教えていただきたい。そ

の部分を苦労されていると私は思っていたんですけどね。 

【迫委員】  私が発言しないとすごくいい議論ができるのかなと思って黙っていました。 

 三浦局長、おっしゃるとおりで、自分たちは、３３年間５２条第５項に縛られながら、

自主組織として、いわゆる私の組織としてやってきました。その中で交渉もすることもな

く、ただ、意見具申はしながら協議はしてまいりました。だから、評価としては、もうお

っしゃるとおりでございます。ただ、せっかくですので、この資料の評価を二、三してよ

ろしいですか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【迫委員】  事務局にもお願いして。もう先だってから、全国消防長会のアンケートに

ついてやっと見せていただいたので、その評価で問１を見てほしいんですが、実は、３３
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年前、全国消防長会、１００％の反対でした。この間３０年過ぎると、私どもの経過と一

緒なんですけど、賛成と意思表示する方が６２名の消防長がおられると。この土色のライ

ンというのはちょっとわかんないですけども、このブルーラインというのは、実は、うち

どもの消防長に来たアンケートの結果ですけれども、多分、全国消防長会は、団結権付与

については完全に反対の姿勢だと思います。苦しい立場で三浦局長もおられると思います

けれども、その中で、私ども評価したいのは、多分このアンケートは市長会とともども同

一的にやられたアンケートで、前回は市長会のアンケートは出てきましたが、この提出が

なかなかできなかったという意味も含めて、やはりこういう時の流れと、まあ、２００名

近い消防長がどちらかと言えば賛成以上ということにおいて、多分消防長会としては、き

ちんとした反対の意思を出せということだったと思うんです。私が消防長だったらそうし

ます。 

 その中でこういうことの事実、それと、資料の何枚目ですかね、資料２の（未定稿）の

やつなんですけど、矢印の上のやつと下のやつについて、上のやつといってもわかんない

ですけど、出動時等において指揮命令権と、それと、常時災害に対応できる消防体制とい

うことなんですけど、実は、消防職員委員会も菅家さんからおっしゃるとおり、リアルタ

イムで進行形でやっています。でも、消防職員委員会、やってても、火災があれば出てい

くし、日常的なその会議、いわゆる建築相談、危険物の許認可の相談をやってても、いざ

火災、災害があれば出ていきます。通常業務で災害優先で出ないことは消防署でまずない。

ということで、自分たちも若い連中とも話をして、非常に遺憾に感じるということを言っ

ておりました。私もそうなんですけど、これは消防職員を侮辱しているのかという声も出

ております。 

 それで、情けないのはこういう感覚をお持ちの方がやっぱりおられて、でも、今日の会

議に限ってはすごく、小沢委員からも何か追い風みたいなお話を伺いながら、私自身は、

やっぱり時の流れとともに、消防職員は住民の負託にこたえて、その財産・生命を守るん

ですけれども、やっぱり事故が今多くて、ヘリコプター事故、今日も遭っています、海上

保安庁で。それも含めてやっぱり自分たちが何をすべきかという安全の管理を含めて、自

らがきっちりやっていく組織体制をつくっていくと。そういう形の中で業務に推進してい

く、特化していく。１つ例を言えば、アメリカの９.１１で、彼らは、どう考えてみても消

防職員であれば、あれは落ちることはわかっていたはずなんです。その中へ入っていくプ

ロ意識というのは、団結権があろうがなかろうが、消防職員の使命である以上、このプロ
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意識をなくしたら、消防職員、やめないかんと、そんなふうに思っています。 

 したがって、団結権を含めて、やはりよりよい環境と職場に専念する、それを自主決定、

自主交渉をやりながら、交渉といったらまた怒られますけども、そういう環境に消防職員

を置きながら、自己責任でやっていく環境を自らがつくっていくというのが、この団結権

の保障から始まるのではないかと、そんなふうに考えています。 

 この文章の評価については、非常に消防職員としては、矢印のこの２点については非常

に遺憾に感じるところであります。 

 以上です。 

【小川座長】  ありがとうございました。非常に情熱的な迫委員でいらっしゃいますか

ら、あれなんですが、若干この市長会、消防長会の調査も、当然客観的に行われたものだ

という前提に当然立つべきですし、立たなければなりませんし、仮に団結権なりというこ

とになれば、現場の職員の皆様ご自身のいろんなモラルとか、資質とか、もしかしたら、

今まで以上に問われるということでしょうし、責任が伴うという意味ではですね。 

【迫委員】  そうです。逆に厳しくなる。 

【小川座長】  そういうことも含めて、今日は大変前向きに議論をいただいていること、

また、それぞれの立場があるからこその非常に重みのある、また含蓄のあるご発言が相次

いでおりますことに、ほんとうに座長として心から敬意と、また、感謝を申し上げたい、

そういう思いでございます。 

 予定の時刻までもう５分、１０分でございます。この後、ちょっと提案もございますの

で、その分だけ割り引かせていただいて、５分、１０分でございますが、特に吉川委員、

また、辻先生、ご発言、今日は控えておられるかもしれませんけれども。 

【吉川委員】  提案に関することなのかどうかわからないんですけど、参考資料１につ

いてちょっと説明なくて、参考資料３の後半に関係があるかなと思うので、これはどうい

う趣旨で書かれた、ちょっと全然議論とは関係ないかも……。 

【小川座長】  事務局、いかがですか、参考資料１について。 

【植田公務員課長】  参考資料１、お付けしてございます。これは現行の制度で地方公

共団体において動いているものとして、労働安全衛生法の規定に基づいて労使による委員

会の仕組みということで行っているものの例でございます。先ほどのご提案の中で──ご

提案というか、論点整理の中で１つの案といたしまして、団結権を回復して、消防職員独

自の仕組み（労使協議等）を構築するという提案──提案というか、仕組みの例示もござ
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いましたけれども、それも含めてご議論いただく際の一つの参考にしていただきたいとい

うことでおつけさせていただいてございます。こういう形で安全委員会、衛生委員会とい

うのがございまして、委員の構成の欄で※の①以外の委員の半数は、当該事業場に労働者

の過半数で組織する労働組合があるときにおいてはその労働組合、ない場合は労働者の過

半数を代表する者の推薦に基づき指名というふうになってございます。こういう委員会と

いうものもあるということを参考までにお付けしているところでございます。 

【吉川委員】  そうしますと、ちょっと理解がしにくかったんですけれども、こういう

ものの類似した組織も視野に入れて、今後検討していくということなんですかね。類似し

た組織というか、独自な組織とかかわると。 

【植田公務員課長】  ええ。そこまで視野に入れるというところまで認識しているとい

うことではございませんけれども、幅広い議論をいただく中で、こういう一つの実例もあ

るということをお示ししたかったところでございます。 

【吉川委員】  ありがとうございました。 

【小川座長】  これは、むしろあれですが、消防職員委員会制度は、これを参考にした

とかということはあるんですかね、歴史的な経過からいうと、もしかしたら。まあまあ、

即答できなければ、今でなくて結構です。非常に何かある種の類似性といいますか、まあ

まあ、今でなくて結構です。はい。 

 吉川委員、よろしいですか。 

【吉川委員】  はい。 

【小川座長】  辻先生、今日はご発言……。 

【辻座長代理】  はい。今日はいろいろ、今までと少し変わった視点から議論が行われ

まして、私も随分考え込んでしまったんですが、もう少し理論的に、実態的に決められる

かと思ったのは、先ほどから話題になっている、ここは団結権について議論しているんで

すけど、その団結権と交渉権の関係で、特に三浦委員と各委員の中で、最終結論は同じか

もしれませんけど、その過程の議論において、結局法制的に考えて団結権と交渉権は完全

に分けられるのか、完全にある程度団結権を付与すると、一定限度の交渉権も伴うような

ものなのか。それは法制的には分けられるけど、実質的に伴うものと考えるべきなのか、

そうじゃないのかと。このことについては、ちょっと結論いかんにかかわらず、少し詰め

て、しっかり、まあ、この検討会の課題でもありますので、少し結論を出すべきじゃない

かなと思いました。 
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 それにあわせて、仮に団結権、交渉権もともにということになると、改めてこれと類似

した問題で私が問題になると思うのは、現行の職員団体の制度においては、交渉事項に関

しては、一応法制的には明確にその勤務条件に関して交渉事項になっていて、管理運営事

項に関しては、交渉の対象とすることができないと。理論的には明快に言っているんだけ

ど、実態的には、この２つは密接不可分に非常に伴って交渉ないしお話をしているように

見られると。これが一般非現業についてもどうかという問題がありますけど、特に消防の

場合は、これが密接不可分に話が出てきたときに、さらに何か問題が生じるかどうかなの

かということについては検討しなければならないという気がしました。 

 ここのところが、いわゆるずうっと、さっき協約締結権の話もありましたけど、僕が知

っている限り、協約締結に違反するような協約締結してないんですけど、協約締結と思わ

しきようなものが中には見えることはあるかもしれないと。これの話とよく似てて、要す

るに、どこまで法制的に明確に割り切れればいいという話なのか、それから、実態面でそ

の部分についてどう考えればいいのかというのがあると。 

 このことが、結局消防職員委員会制度と、いわゆる通常の職員団体との交渉の違いは、

やっぱり管理運営事項を協議できるかどうかというのが一番大きい、僕は違いだと思って

いまして、結局、消防職員委員会制度を残して、それである程度職員団体を認めると、見

方によっては、非現業でも認められてない管理運営事項に関して議論がよりしやすくなる

状況が生まれるかもしれないと。この部分についてどう考えるかということもあわせて検

討しなきゃならないと思いました。 

 以上です。 

【小川座長】  ありがとうございました。大変専門的なお立場から整理をいただきまし

た。それでは、ご提案、私のほうから……。 

【菅家委員】  もう１点だけいいですか。 

【小川座長】  どうぞ。 

【菅家委員】  団結権と団体交渉権の問題があって、私、非常にこの今回の団結権の検

討というふうに絞られたほうが私はよろしいかなと思っているんですね。なぜならば、団

体交渉権までというふうに踏み込むと、やはり前に私、議論したように、法第５２条第５

項で警察職員及び消防職員は除外になっているわけですね。その中で消防職員だけを団体

交渉権まで含めた団結権までやるということになると、やっぱり国民生活の中の安全・安

心を守るという意味では、消防業務だけではなくて、救急業務までの一番の国民の生命・
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財産の一番かかわっている、何といいますか、ところがもしかすると、警察よりは消防職

員のほうがより身近なのではないか。そうすると、なぜ警察職員はこれを付与しないで、

消防職員までは付与するのかという議論に戻っちゃうわけですよね。ここが私、非常に極

めて重要な論点になってくるのではないかと思いますから、団結権に限って議論すれば、

先ほどの法律の解釈上でそういう解釈もあるので、ある程度解釈上では認めながら、着地

点を見出せることが可能ではないかと思いますから、その辺はご意見としてまた繰り返し

申し上げておきたいと思います。 

 以上であります。 

【小川座長】  ほんとうにご苦心の末のこの菅家委員からの再三のご提案ですので、そ

の思いなり、趣旨については十分これはお預かりをさせていただきたいと思います。 

 それでは、私からご提案申し上げる前のご発言、何か言い残されたことなりございませ

んですか。よろしいですか。 

 それでは、ご提案を申し上げる前に、一言、この間６回、また、今日７回目ということ

でございまして、大変に濶達にご議論をいただき、お忙しい中のお時間をお割きをいただ

きましたことに重ねて感謝を申し上げたいと思います。当然のことながら、岡本委員、ま

た、迫委員、そして、木村委員からは積年の課題でもございましたので、非常に情熱的な

ご発言いただいてまいりましたし、また、辻先生、そして、荒木先生、また、人羅委員、

下井委員、そして、吉川委員におかれましては、大変専門的なお立場、また、第三者的な

お立場から非常に有意なご提言をいただいてまいりました。さらに、あえて特筆させてい

ただきたい、特に言及させていただきたいのは、使用者側のお立場から今回参画をいただ

いた菅家委員、また、小沢委員、三浦委員におかれましては、非常にそういう意味では、

お立場があるからこそでありますけれども、非常にいろいろなご苦心をいただきながら、

しかし、重みのある、含蓄のあるご発言を、建設なご発言をいただいてまいりました。こ

の７回にわたりました、ほんとうに実り多い議論にまずは心から感謝を申し上げ、また、

深く敬意を表させていただきたいと思います。 

 その上でご提案をさせていただくわけでございますが、本検討会につきましては、一応

秋ごろを目途に一定の結論を得るという前提で議論を進めてまいりました。そういたしま

すと、今日は、ほんとうに建設的な、具体的な議論をさせていただきましたけれども、こ

の論点の整理を受けまして、一定の考え方をさらに詰めていかなければなりません。その

意味から、これまでの進め方と、もちろんこれが基本ではございますが、これとは少し別
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な観点、別な場を設けさせていただき、その場では非常に労使双方の議論、これはこれで

また別途必要に応じてやっていくといたしまして、この際、これまでのさまざまなお立場

からの議論はよくよく踏まえて、専門的な、また、第三者的な立場から、この議論の整理

を当たっていただくワーキンググループを、この検討会の本体会議とは別に設置をさせて

いただきたいという提案でございます。 

 あわせまして、このワーキンググループにつきましては、決定の場ではございません。

あくまでこの７回の議論を踏まえた考え方の整理をさらに行っていただく場でございます

ので、非公開で、何が何でも衆人環視のもとで議論するということは、時に一定の考え方

の整理に当たっては非常に障壁となるような場合も考えられますので、非公開でお互いに

かみしも脱いで本質的な忌憚のない議論を行っていただくワーキンググループの場をぜひ

設けさせていただきたい。そこからまとめていただいた考え方を前提に、当然この検討会、

親会議の場合で、本体会議の場で最終的な議論をまた改めてさせていただくこととさせて

いただきたいと思います。 

 以上のこの７回にわたります検討会での濶達なご議論に対する心からの感謝なり、敬意

とあわせて、このワーキンググループの設置につきまして、少し委員の皆様にご意見をい

ただき、できれば、座長として、この方向について、大まかな方向感について委員の皆様

のご了承を賜りたいと思います。どなたからでも結構です。どうぞ、木村委員。 

【木村委員】  これまでの議論では、毎回同じような発言になってしまうことで、結局

双方譲り合うことはなくここまできて、最後に菅家委員から建設的なご提案もありました

けれども、私としては、専門家の委員の先生方に、もう少しご発言をしていただきたかっ

たなというところもございます。したがいまして、できればそういう専門的な、法的な問

題含めて十分に検討していただきたいということがまず１点。 

 それから、座長から、決定の場ではないというお話がありましたので、それを基本に議

論をしていただきたいということであります。 

 それと、秋を目途にということでございますが、具体的にはこれは何月になるのでしょ

うか。１０月になるのか、１１月になるのか。その秋はどこまで秋なのかというのはわか

りませんけども、いずれにしても、そんなに時間はあまりないのではないかなということ

でございますので、そういうものも踏まえて、そのスケジュール感を教えていただければ

と思います。 

【小川座長】  ほかにいかがでしょうか。はい、菅家委員、どうぞ。 
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【菅家委員】  私は、せっかく今まで積み上げてきて、いろんな団体からのご意見もい

ただいて、これだけ事務局で取りまとめして、みんなで知恵を出していろんな提案をして

やってきているわけですよね。おそらく秋口といったら、もう８月、９月、あと二、三カ

月しかないわけですから、その中でワーキンググループをつくるという、その目的がね、

よくわかんないんですけども、今まで積み上げてきて、議論を整理して、事務局が議論を

整理して、みんなで建設的に意見を出そうと、知恵を出してきて、そこで、また、今日も

おそらく事務局は取りまとめられるわけですよね。だんだん我々の議論を集約してくる役

割が事務局の役割で、そして、みんなでここで出し合って、私が今日提案したことに対し

てみんなで議論したり、そこでまた専門的な方が入っていらっしゃるわけですから、そう

いう意見を出し合って、それを事務局がやっぱり取りまとめをして、次にこれを諮って、

みんなでどうしようかというのが本来の検討会の僕はあり方だと思うんですね。 

 最初からワーキンググループを設置してやるという会であればいいけれども、最終段階

になって突然ワーキンググループってなると、あれ、どうなのかという、正直言って、ま

あ、あれ、どうなのかなというふうに。ただ、ワーキンググループのメンバーによってね、

私はよくわかりませんけれども、どうなのかなとか、非常に、正直言ってよくわかんない

んですよね。まあ、私とすれば、粛々とこのせっかくの検討会で今まで積み上げてきたこ

とを事務局がしっかりとそれを把握して、一つの論点を整理して、次に出されて、だんだ

ん絞り込んでいく中でみんなで議論して、取りまとめという一つのやり方が、もう時間が

ないのであればないほど、それが一番理想かなというふうに感想は持つ、感じた次第であ

ります。 

 以上です。 

【小川座長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。この際、どうぞ。 

【迫委員】  菅家委員のおっしゃるとおりかなと思っていますけど、この間、６回のう

ちの３回は堂々めぐりだったかなと、ある意味ですね。で、労使という立場の方々、私と

三浦さんもそうですけど、労働組合側と理事者側という、その対立も見えてきましたし、

そういう意味では、公益の方々に一定の方向性のある政策を含めたところの骨子をつくっ

ていただいて、その後、またこの委員会で議論するということは大事かなと思っています。

ほんとうは当事者である私は、ワーキンググループ、入りたいです。当然入るべきだと思

っていますが、でも、それもまた変な道になるのかなと。したがって、うん、何でもすっ

きりする公益の方々が第三者的な評価をしながら、きっちりつくっていただいたところで、
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またあえて議論するという方向性のほうがまとまりやすいんじゃないかなと、そんなふう

に思っています。 

【小川座長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

【人羅委員】  私は、ワーキングチーム、そろそろやってもいいかなとは思うんですが、

とはいえ、先ほど議論もあるように、極めて関心が高くて、賛否も分かれている話なので、

個別にだれがどう言ったこう言ったという話は別にして、ある程度そこでどういうような

議論が行われましたということのやはり公開性をある程度考慮した運営をしていただいた

ほうが、後々の結論を得る上でもいいのではないかと思っています。 

【小川座長】  ありがとうございます。ほかにいかがでしょうか。よろしいですか。 

 ただいまほんとうに多岐にわたります重要な事項についてそれぞれご指摘をいただいて

まいりました。まず、木村委員からご指摘のスケジュール感でございますけれども、秋と

いうのが、暦の上では立冬っていつでしたっけ。それを私もあんまり風情のない人間で申

しわけないんですが、より一般的な感覚からいいますと、もう１２月に入れば、これは冬

でしょうから、できれば１１月中には遅くとも一定の結論を得たいと思っておりますし、

そういう意味では、今、終盤かというと、実はそうではございませんで、ちょうど中盤に

差しかかった、あるいは中盤で少し折り返し地点を回ろうとしているぐらいのイメージで

ぜひ共通の認識をお持ちをいただきたい。裏を返せば、そんなに拙速に、あるいは最後に

いって何かいきなりどこか知らないところでというようなことは決してございませんので、

そこは、座長なり、また、事務局を含めてぜひご信頼をいただきたいと思いますし、それ

に耐えられる今後の運営をお約束を申し上げたいと思います。 

 あわせて、菅家委員のご指摘も大変重要なものでございました。この場で引き続き議論

をし、また、特に今日の論点整理は事務局が中心になって進めたわけでございますけれど

も、引き続きこの場で事務局の役割も明確にしながら議論をという、大変これも傾聴に値

するご意見をいただいたわけでございます。それはそれとして、十分座長として受けとめ

させていただきたいと思いますが、一方で、今日はほんとうに建設的なお互いのいい議論、

実り多い議論をさせていただきましたけれども、迫委員のご指摘に一部ございましたとお

り、非常にこの間、特に初期のころですね、堂々めぐりの労使間のさや当てといいますか、

お互いの主張を、これはこれで非常に重要なプロセスではございましたけれども、そうい

う期間が続いたわけでございまして、いかにもこの問題に関しては、ここにいらっしゃる

小沢委員、また、菅家委員、三浦委員、そして、労働側の木村委員、迫委員、また、岡本
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委員は、非常に理性的に抑制をきかせたご議論をいただきましたけれども、本質的にはこ

れは労使間で利害が対立する、あるいは対立しかねないテーマでございます。だからこそ、

この７回にわたりまして、専門的なお立場から、また、第三者的なお立場から、この議論

にご参加をいただいた、その他の労使以外の委員の皆様に十分このお互いの思いをお伝え

をいただく期間でございましたし、非常に量においても、質においても、お伝えをいただ

いたのではないかと思います。 

 その意味で、一たんここで一呼吸置かせていただきまして、この間、それぞれのお立場

からのご意見を十分に受けとめていただいた第三者的な、直接の利害の当事者でない委員

の皆様にここはさらなるご力添えをいただき、ワーキンググループの場でお互いの利害な

り、納得を得られるような考え方の整理を引き続きお進めをいただきたいというのが座長

としてのお願いであり、また、考えでございます。そして、その運営に当たっては、人羅

委員からご指摘をいただきました一定の公開性なり、また、一定の経過に対する、また、

内容に対する説明責任なり、この運営の上では十分にこの点を配慮し、考慮してまいりた

いと思います。菅家委員、どうぞ。 

【菅家委員】  座長から利害という言葉が出されたわけでありますけれども、私の立場

は、行政の長でもあり、市民の代表でもあるんですね。当然ながら、消防職員の立場も考

えながら、利害ではなくて、そういう代表的な立場があるわけですね。行政の長というの

は、職員もこれは信頼関係ないとできませんから。当然ながら市民の代表でもあり、当然

ながら消防団とか、市民とか。だから、利害と言われると非常に心外だなと思ってですね。

つまり、総合的なやっぱり立場で職員もどのようによくしたらいいのかを考えなくちゃな

らないし、かといって、市民の立場の消防団を考えなくちゃならない。つまり、総合的な

視点で何が一番理想なのかを本気になって考えているわけですね。それが利害が絡むから

それを外して、第三者的なワーキンググループというのは、じゃあ、我々の存在をそうい

うふうにやっぱり座長が認識していたのかというふうに受けとめざるを得ないと思うんで

すね。だから、非常に、じゃあ、今までの積み上げてきて、みんなで意見を出し合ってね、

それを事務局が整理をして、またみんなで議論しようというふうにね、本気になってどう

したらいいのかを考えているわけで、何かここにきて、何か利害者はだめみたいなって、

何か労使関係だからというんじゃなくて、やっぱりどうなのか。利害と言われると何かち

ょっとね、ちょっとやっぱりこう意見として申し上げなくちゃならないと思うんですけど

も。 
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 ですから、今までやってきたことを私はだんだん集約して、それを、それで、その仕事

が事務局の仕事であってね。で、集約してきた方向性を幾つかの選択肢を集約してきて、

一つ一つみんなで議論していくというのが今までやってきた一つの検討会の役割だし、そ

れを進めることによって、皆さんの理解が得られてくるんで、そこでみんなで考えて、じ

ゃあ、どういう選択肢を、みんなで現実的な選択肢を選んでいこうかということにつなが

るのではないかなと思っているんですね。ですから、座長の今のご意見のちょっと利害関

係者と言われると、何となくちょっとどうかなというのを、意見だけ申し上げておきたい

と思うんです。いかがでしょうか。 

【小川座長】  申しわけございません。率直おわび申し上げます。そのようにとられた

としたら、私の言葉の至らなさなり、また、表現の不適切さを率直におわび申し上げたい

と思います。大変不愉快な思いをおかけをいたしました。菅家委員、申しわけございませ

ん。 

 単純に利害という表現が適当でないとすれば、もうそのとおりかもしれません。そこは

もう重々おわびを申し上げた上でございますが、それぞれ、例えば立場とか、あるいはそ

れぞれの代表者としてここにご参画をいただいている関係上、その後ろにおられる方々の

いろんな思いですとか、そういうものを抱えてここにお越しをあえていただいているわけ

でございまして、なかなか、そういう意味で申し上げますと、そのお立場から、お立場の

ある方ばかりでもございます。そういう意味では、今日、お示しをさせていただいたこの

論点整理はあくまで論点整理でございまして、非常に幅を持たせた表現であり、また、複

数の方向感を併記したものでございますので、最終的には、菅家委員おっしゃるこの場で

改めてこの複数の選択肢なり、また、あまりにも幅のある表現を少し専門的なお立場から

整理をいただいたもので、改めてこの場で十分に議論をさせていただきたいという趣旨で

ございますので、重ねてになりますが、私の不適切な表現だったとすれば、この点をおわ

びを申し上げると同時に、この第三者的な専門家によるワーキンググループの設置、ある

いはこの本体会議に資する形での議論の整理については、何とぞご了解なり、ご了承いた

だきたい。おわび方々、改めてお願いを申し上げたいと思います。 

 ほかに、よろしいでしょうか。 

 それでは、それぞれほんとうにいろんなお立場があり、また、いろんな思いがあろうか

と思いますが、ここまで７回にわたって真摯に討議をしてまいりました。そのゆえをもっ

てのこのワーキンググループの設置にご了解をいただき、あわせて、その取りまとめ役に
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は、この間、座長代理として大変なご貢献、また、私の立場からいたしますとお支えをい

ただいてまいりました辻先生に、ぜひともお引き受けをいただきたく、また、皆様のご承

認をいただきたく、このことをお願い申し上げまして、このワーキンググループ設置のご

了承を求めたいと思います。どうぞ皆様、よろしくお願い申し上げます。 

 ありがとうございました。菅家委員、特に、小沢委員、特にありがとうございました。 

【菅家委員】  仕方ないですね。座長に頭下げられたら。 

【小川座長】  ほんとうに思いのゆえは、もう重々これは今後も私は背負ってまいりた

いと思っております。 

 それでは、事務局から、今後の連絡事項について説明を受けまして、今日、閉会にさせ

ていただきたいと思います。 

【植田公務員課長】  事務局、次回の日程の関係でございます。次回のこの検討会は、

今もございましたワーキングの後ということになるかと存じます。開催日時につきまして、

各委員の先生方の日程を調整の上で、後日連絡させていただきたいと思っております。ま

た、そのワーキングにつきましても、別途先生方のご日程をお伺いしながら、後日開きた

いと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

【小川座長】  それでは、今日は２時間にわたりまして、ほんとうに実り多い議論、ご

議論をいただきました。これをぜひいい成果に、お互いの理解と納得の得られるいい成果

につなげていきますように、座長としても、また、事務局にも大変ご苦労いただきますが、

そして、辻先生にはお取りまとめ役、また、専門家の先生方にはそれぞれのお立場からさ

らなるご貢献を心からお願いを申し上げて、本日閉会とさせていただきたいと思います。

皆様、長時間、大変お忙しい中、ご協力まことにありがとうございました。 

 

 


